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   島原地域広域市町村圏組合社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サ

ービスに係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱 

平成14年１月21日告示第１号 

改正 平成16年３月１日告示第１号  平成17年12月８日告示第15号 

平成20年３月６日告示第４号  平成21年３月31日告示第６号 

平成23年２月28日告示第１号  平成23年４月１日告示第６号 

平成24年９月７日告示第14号  平成25年７月31日告示第12号 

平成26年４月１日告示第12号  平成27年９月３日告示第24号 

平成28年３月29日告示第８号  平成30年７月５日告示第23号 

令和元年６月17日告示第１号  令和２年５月19日告示第11号 

令和３年３月29日告示第７号  令和４年６月１日告示第８号 

令和５年３月16日告示第５号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、「社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに

係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱」（平成12年５月１日老発第474号厚生省老人保

健福祉局長通知。以下「局長通知」という。）及び「島原地域広域市町村圏組合に島原

市の規則の規定を準用する規則」（昭和47年島原地域広域市町村圏組合規則第５号。以

下「規則」という。）第４号に定めるもののほか、低所得で生計が困難である者及び生

活保護受給者（生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者

をいう。）（以下「生計困難者」という。）について、介護保険サービスの利用者負担額

を軽減した社会福祉法人（社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する法人を

いう。）又は社会福祉法人以外の法人であって島原地域広域市町村圏組合管理者（以下

「管理者」という。）が認めるもの（以下「社会福祉法人等」という。）に対し、予算の

範囲内において補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （軽減の対象者） 

第２条 この社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負

担額軽減制度事業（以下「事業」という。）の軽減の対象者（以下「軽減対象者」とい

う。）は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 次に掲げるすべての要件を満たす者であって、生計が困難である者として管理者が

認めたもの（次号及び第３号に該当する者を除く。） 

ア 市町村民税非課税世帯に属する者であること。 

イ 年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が１人増えるごとに50万円を加算した額

以下であること。 

ウ 預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が１人増えるごとに100万円を加算し
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た額以下であること。 

エ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。 

オ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

カ 介護保険料を滞納していないこと。 

⑵ 介護保険法施行法(平成９年法律第124号)第13条第３項の要介護旧措置入所者であっ

て、利用者負担額割合が100分の５以下であるもの 

⑶ 生活保護受給者 

⑷ 平成25年８月１日、平成26年４月１日、平成27年４月１日、平成30年10月１日、令

和元年10月１日施行又は令和２年10月１日施行の生活扶助基準等の改正に伴い生活保

護が廃止された者で、廃止時点において本事業に基づく軽減又は介護保険法（平成９

年法律第123号。以下「法」という。）第51条の３第１項に規定する特定入所者介護サ

ービス費及び法第61条の３第１項に規定する特定入所者介護予防サービス費の支給に

より居住費又は滞在費の利用者負担がなかった者のうち、引き続き第１号に該当する

者 

⑸ 自らの財務状況を踏まえて自主的に事業実施が可能である旨を申し出た社会福祉法

人については、第14条に規定する補助金の交付を受けることなく本事業を実施するこ

とができるものとする。この場合の実施方法は、第２条から第６条のとおりとする。 

 （社会福祉法人等による申出） 

第３条 生計困難者について介護保険サービスの提供を行おうとする社会福祉法人等が利

用者負担額の軽減を行おうとするときは、社会福祉法人等による利用者負担額軽減申出

書（様式第１号）により管理者に対して局長通知３⑴の申し出を行うものとする。 

 （対象サービス及び利用者負担額の軽減額） 

第４条 事業の対象となるサービス(以下「対象サービス」という。)は、法に基づく訪問

介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型

訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福

祉施設サービス、介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護及び介護

予防小規模多機能型居宅介護並びに第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する

事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険

給付と同様のものに限る。）とする。 

２ 軽減対象者に係る利用者負担額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に掲げる費用負担に対して行うものとする。 

⑴ 第２条第１号に該当する者が利用する対象サービスに係る利用者負担額、食事に係

る利用者負担額及び居住費若しくは滞在費又は宿泊費に係る利用者負担額 

⑵ 第２条第２号に該当する者が利用する対象サービスに係る居住費又は滞在費に係る
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利用者負担額（ユニット型個室の利用に要する費用に限る。） 

⑶ 第２条第３号に該当する者が利用する対象サービスに係る居住費又は滞在費に係る

利用者負担額（個室の利用に要する費用に限る。） 

３ 軽減の額は、利用者負担額の４分の１（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

第38条第１項第１号イに規定する者（以下「老齢福祉年金受給者」という。）の場合は

２分の１、生活保護受給者の場合は全額）とする。 

４ 第２条第４号に規定する者は、前各項の規定にかかわらず、居住費以外に係る利用者

負担については４分の１（老齢福祉年金受給者の場合は２分の１）とし、居住費に係る

利用者負担については全額とする。 

 （軽減の申請） 

第５条 この事業による軽減制度を受けようとする者は、社会福祉法人等利用者負担額軽

減対象確認申請書（様式第２号）に、収入等申告書（様式第２号の２）及び第２条に規

定する要件を確認できる書類等を添付して管理者に提出しなければならない。 

 （軽減の決定） 

第６条 管理者は、前条の申請を受理したときは、その内容の審査を行い、結果について

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象決定通知書（様式第３号）により、当該申

請に係る被保険者に通知するものとする。 

２ 管理者は、軽減の対象になると認めた者に対して、社会福祉法人等利用者負担額軽減

対象確認証（様式第４号。ただし、生活保護受給者に対しては様式第４号の２。以下

「確認証」という。）を交付するものとする。 

 （確認証の提示） 

第７条 前条の確認証の交付を受けた者（以下「認定者」という。）は、事業を行う社会

福祉法人等（以下「対象法人」という。）が提供する対象サービスを利用するときは、

対象法人に対して事前に確認証等を提示しなければならない。 

 （確認証の有効期間） 

第８条 確認証の有効期間は、申請日の属する月の初日から申請日の属する年度の翌年度

の７月31日までとする。ただし、申請が４月１日から７月31日までの間に行われた場合

は、申請日の属する月の初日からその年度の７月31日までとする。 

 （確認証の更新） 

第９条 確認証は、その交付期日にかかわらず、毎年８月１日に更新するものとする。 

２ 前項の規定により更新をしようとする認定者は、有効期間が満了する日の５日前まで

に更新の申請をしなければならない。 

３ 第５条の規定は、前項の更新の申請について準用する。 

 （確認証の返還） 

第10条 認定者は、次の各号に掲げる事由に該当するときは、遅滞なく確認証を管理者に
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返還しなければならない。 

⑴ 介護保険の被保険者の資格を喪失したとき 

⑵ 第２条に規定する軽減対象者の要件に該当しなくなったとき 

⑶ 確認証の有効期間が満了したとき 

 （記載事項変更の届出） 

第11条 認定者は、確認証の表面の記載事項に変更があったときは、14日以内に、確認証

を添えて管理者にその旨を届出なければならない。 

 （他施策との適用関係） 

第12条 この要綱に基づく利用者負担額の軽減は、特定入所者介護サービス費及び特定入

所者介護予防サービス費支給後の利用者負担額を対象として行うものとする。 

２ 高額サービス費及び高額医療合算介護サービス費の支給は、この要綱に基づく軽減適

用後の利用者負担額を対象として行うものとする。 

 （給付管理業務との関係） 

第13条 給付管理業務においては、対象法人による利用者負担額の軽減措置は、適用しな

い。 

 （法人に対する補助金の交付） 

第14条 管理者は、利用者負担額の軽減を行った対象法人に対し補助金を交付するものと

する。 

 （交付対象経費） 

第15条 この補助金の交付の対象となる経費は、３月から翌年２月までに対象法人が提供

した対象サービスを対象とし、対象法人の本来受領すべき利用者負担額収入（軽減対象

サービスに係るものに限る。）のうち島原地域広域市町村圏組合（以下「本組合」

という。）の被保険者分に係る額とする。 

 （軽減に対する補助金の算定） 

第16条 この補助金の算定対象は、対象法人による利用者負担額の軽減総額が本来受領す

べき利用者負担額（軽減対象サービスに係るものに限る。）の100分の１を超えた額

（本組合の被保険者分に係る額に限る。）とし、補助率は当該額の２分の１以下とする。 

２ この補助金の算定対象については、事業所及び施設を単位として行うこととする。 

３ 介護老人福祉施設サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る利

用者負担額を軽減する対象法人については、軽減総額のうち本来受領すべき利用者負担

額に対する割合が100分の10を超える額については、第１項の規定に関わらずその全額

（本組合の被保険者分に係る額に限る。）を補助金の算定対象とする。 

４ 前３号の規定により算定された補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを

切り捨てる。 

 （交付の条件） 
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第17条 この補助金の交付の決定については、次の条件を付すものとする。 

⑴ 事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、管理者の承認を受けなけれ

ばならない。 

⑵ 事業を中止し、又は廃止する場合には、管理者の承認を受けなければならない。 

⑶ 対象法人は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支

出について証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管

しなければならない。 

⑷ 対象法人は、利用者負担額に係る領収書を軽減対象者に発行しなければならない。 

 （補助金の実績報告） 

第18条 利用者負担額の軽減を実施した対象法人は、事業完了後には、毎年度管理者が定

める期限までに、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

⑴ 利用者負担額軽減制度事業実績報告書（様式第５号） 

⑵ 利用者負担額軽減制度事業実施明細書（様式第５号の２） 

⑶ 軽減対象者に発行した領収書の写し 

 （補助金の額の確定） 

第19条 前条の規定により実績報告があった場合、規則に基づき準用する島原市補助金等

交付規則（昭和58年島原市規則第９号。以下「交付規則」という。）第14条の規定によ

る補助金の額の確定は、交付確定通知書（交付規則様式第４号）により行うものとする。 

 （補助金の請求） 

第20条 前条の規定により補助金の額が確定した対象事業者は、利用者負担額軽減制度事

業補助金請求書（様式第６号）及び所要見込額調書（変更所要見込額調書、所要額調

書）個表（訪問介護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、通所介護、認知症対

応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期入所

生活介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護並びに第一号訪問事業のうち介

護予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する

事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）は様式第６号の２、介護福祉施

設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は様式第６号の３）を管理者

に提出しなければならない。 

 （補助金の交付） 

第21条 管理者は、前条の規定により補助金の請求があったときは、補助金を交付するも

のとする。 

 （実施細目） 

第22条 この要綱の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 
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（施行期日等） 

第１条 この要綱は、公布の日から施行し、平成13年４月１日から適用する。 

（島原地域広域市町村圏組合社会福祉法人等介護保険利用者負担減額実施要綱の廃止） 

第２条 島原地域広域市町村圏組合社会福祉法人等介護保険利用者負担減額実施要綱（平

成12年島原地域広域市町村圏組合告示第８号）は廃止する。 

（介護報酬改定に伴う特例措置） 

第３条 平成21年４月１日から平成23年３月31日までの間に対象サービスを利用する場合

における第４条の規定については、同条中「４分の１」とあるのは「28％」と、「２分

の１」とあるのは「53％」と読み替えるものとする。 

附 則（平成16年３月１日告示第１号） 

この要綱は、公布の日から施行し、第１条による改正後の島原地域広域市町村圏組合訪

問介護利用者負担減額実施要綱の規定は、平成15年７月１日から適用する。 

附 則（平成17年12月８日告示第15号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成17年10月１日以降実施された事業について適用

する。 

附 則（平成20年３月６日告示第４号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成18年６月１日から適用する。 

附 則（平成21年３月31日告示第６号） 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

    附 則（平成23年２月28日告示第１号） 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

 附 則（平成23年４月１日告示第６号） 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年９月７日告示第14号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成24年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の島原地域広域市町村圏組合社会福祉法人等による生計困難者

等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱の規定による平

成24年４月１日から平成24年９月30日までに実施された軽減に係る補助金の交付につい

ては、なお従前の例による。 

   附 則（平成25年７月31日告示第12号） 

 この要綱は、平成25年８月１日から施行する。 

   附 則（平成26年４月１日告示第12号） 

 この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 
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   附 則（平成27年９月１日告示第24号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成27年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正前の島原地域広域市町村圏組合社会福祉法人等による生計困難者

等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業実施要綱の規定により決

定された軽減の期間について、「平成27年６月30日まで」となっている場合は、「７月31

日まで」と読み替えるものとする。 

   附 則（平成28年３月29日告示第８号） 

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則（平成30年７月５日告示第23号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（令和元年６月17日告示第１号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（令和２年５月19日告示第11号） 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（令和３年３月29日告示第７号） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

     附 則（令和４年６月１日告示第８号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱施行の際、現にある改正前の様式（以下、「旧様式」という。）により提出さ

れている書類は、改正後の様式（以下、「新様式」という。）により提出されたものとみ

なす。 

３ 旧様式により作成した書類は、当分の間、所要の整備をして新様式により作成した書

類として使用することができる。 

   附 則（令和５年３月16日告示第５号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱施行の際、現にある改正前の様式（以下、「旧様式」という。）により提出さ

れている書類は、改正後の様式（以下、「新様式」という。）により提出されたものとみ

なす。 

３ 旧様式により作成した書類は、当分の間、所要の整備をして新様式により作成した書
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類として使用することができる。
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様式第１号（第３条関係） 

 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減申出書 

（社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減措置） 

年  月  日 

島原地域広域市町村圏組合管理者 様 

所在地 

申請者 

名 称                  

 

 

フ リ ガ ナ  

名 称  

主たる事務所の 

所 在 地 

〒 

連 絡 先 電話番号  
F A X 

番 号 
 

代表者の職・氏名 職 名  
フリガナ 

氏 名 
 

代 表 者 の 住 所 

〒 

軽
減
を
実
施
す
る
事
業
所 

事 業 所 の 名 称 所 在 地 実施事業の種類 

   

   

   

   

   

社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減を実施する

ので、下記のとおり申し出ます。 
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様式第２号（第５条関係） 

社会福祉法人等利用者負担額軽減対象確認申請書 

（社会福祉法人等による利用者負担額の軽減制度） 

保険者記入欄 

 
 

フ リ ガ ナ  確 認 番 号  

被保険者氏名  被保険者番号  

生 年 月 日 明・大・昭   年   月   日  

住 所 
 

電話    （   ） 

利用者負担額 

軽減申請理由 
 

 氏 名 生 年 月 日 性 別 

世
帯
構
成 

世 帯 主    

世 帯 員 

   

   

   

島原地域広域市町村圏組合管理者 様 

 

上記のとおり社会福祉法人等による利用者負担額の軽減申請をします。 

  年  月  日 

住所 

申請者            電話番号    （   ） 

氏名 

該当・非該当 備 考 

軽減率   

【所得状況等を把握】 

  年度市町村民税 

本人（課税・非課税） 

世帯（課税・非課税） 

老齢福祉年金の受給（有・無） 

生活保護の有無（有・無） 

年間収入          円 

預貯金等          円 

日常生活に供する資産以外の活用できる資産（有・無） 

負担能力のある親族等の扶養（有・無） 

介護保険料の滞納（有・無） 

交 付 年 月 日 

年 月 日 

適 用 年 月 日 

年 月 日から 

有 効 期 限 

年 月 日まで 
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様式第２号の２（第５条関係） 

収入等申告書 

【社会福祉法人等利用者負担額軽減制度】 

氏名 

 

要件 

申 請 者 世 帯 主 世 帯 員 
合計 

     

⑴ 年間収入額（前年） 円 円 円 円 円 円 

⑵ 預貯金等 円 円 円 円 円 円 

⑶ 
日常生活に供する資産以外に活

用できる資産 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無  

(4-1) 

負担能力のある親族等からの扶

養 （ 氏 名      ） 

（続柄     ） 

有・無 (4-2)備考  

※ 備考 ⑴ 収入額を証する書類【世帯全員の所得証明、若しくは源泉徴収票・年金支払い通知書・確定申告書の写し・その他収入を証する書類等】を添付すること。

なお、年間収入には非課税収入（遺族、障害者年金等）や仕送りなども含みます。 

⑵ 預貯金等の額を証する書類（預金通帳の写し）を添付すること。（預貯金等は有価証券、債権等も含む。） 

⑶ 日常生活に供する資産とは現在居住している土地と家屋であり、活用できる資産とは住所地とは別に宅地や家屋等を所有している場合を示します。 

⑷ 扶養について、市町村民税の控除対象者や医療保険の被扶養者であれば、｢扶養有り｣となるが、特段の事情があり実質的に扶養されていない事が確認でき

た場合は「扶養なし」とし、備考欄にその旨記載をお願いします。 

 

上記の申告については事実と相違ありません。  申請者                
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様式第３号（第６条関係） 

年  月  日 

 

 

 

様 

島原地域広域市町村圏組合管理者  印 

 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象決定通知書 

（社会福祉法人等による介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度） 

 

先に申請のありました、社会福祉法人等による介護保険サービスに係る利用者負担額軽減対象確認申請につい

ては、下記のとおり決定しましたので通知します。 

被保険者氏名  被保険者番号  

 

決定年月日  

決定事項 

１
承
認
す
る 

      

適用年月日 

有効期限 

（承認内容） 

 

軽減内容 

２
承
認
し
な
い 

（理由） 

 

問い合わせ 

この通知書に関しての詳しいことは、島原地域広域市町村圏組合介護保険課(電話番号)にお問い合わせくださ

い｡ 

審査請求  

１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内に、長崎県

介護保険審査会に審査請求をすることができます。 

  住 所               電話番号 

２ この決定の取消しを求める訴訟は、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する場合を除き、審査請求に対する

裁決を経て、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、島原地域広域市町村圏組合に対

して提起することができます。 

⑴ 審査請求があった日から３箇月を経過しても裁決がないとき。 

⑵ 決定、決定の執行又は手続きの続行による著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき。 

⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、原則

として審査請求することができなくなり、また、審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年を

経過した場合は、原則として決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。 
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様式第４号（第６条関係） 

（表面）                                     （裏面） 

 

 

 

 

交付年月日 

社会福祉法人等利用者負担額軽減対象確認証 

（社会福祉法人等による利用者負担額の軽減制度） 

 

注
意
事
項 

一 

次
の
介
護

を
受

必
ず
事
前

確
認
証
を
事
業
者
に
提
出
し
て
く
だ
さ

 
二 
対
象
と
な
る

密
着
型

応
型
通
所
介
護
及
び
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
並
び
に
第
一
号
訪
問
事
業
の
う
ち
介
護
予
防

訪
問
介
護
に
相
当
す
る
事
業
及
び
第
一
号
通
所
事
業
の
う
ち
介
護
予
防
通
所
介
護
に
相
当
す
る

己
負
担
割
合
が
保
険
給
付
と
同
様
の
も
の
に
限

及
び
介
護
予
防
短
期
入
所
生

活
介
護

費
が
支
給
さ
れ
て
い
る
場
合
に
限

 

三 

こ
の
確
認
証

長
崎
県
及
び
島
原
地
域
広
域
市
町
村
圏
組
合
に
申
し
出

事
業
所
の
み
有
効

 

四 

前
記
の

を
利
用
し
た

に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
食
費

及
び
居
住
費
に
限

表
面
に
記
載
さ
れ
て
い
る
軽
減
割
合
に
よ
り
軽
減

 

五 

介
護
保
険
の
被
保
険
者
の
資
格

軽
減
措
置
の
要
件
に
該
当

又
は
軽
減
確
認
証
の
有
効
期
限
に
至

遅
滞

証
を
お
住
ま
い
の
市
の

支
所
に
返

転
出
の
届
出
を
す
る
際

証
を
添

 

六 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更

十
四
日
以
内

証
を
添

住

ま
い
の
市
の

に
そ
の
旨
を
届
け
出

 

七 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者

刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受

 

受
給
者 

確 認 番 号  

住 所  

フ リ ガ ナ  

氏 名  

生 年 月 日   

被保険者番号  

適 用 年 月 日  

有 効 期 限  

軽 減 割 合  

 

 

 

発 行 機 関 名 

 

 

及 び 印 

 

 

 

 

所在地 

島原地域広域市町村圏組合 

 

 

電話番号 

      

４ ２ ８ ４ ３ ３ 
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様式第４号の２（第６条関係） 

（表面）                                     （裏面） 

 

 

 

 

交付年月日 

社会福祉法人等利用者負担額軽減対象確認証 

（社会福祉法人等による利用者負担額の軽減制度） 

  
 

 

注 

意 

事 

項 

 
一 

次
の
介
護

を
受

必
ず
事
前

確
認
証
を
事
業
者
に
提
出
し

 

二 
対
象
と
な
る

 

三 

こ
の
確
認
証

長
崎
県
及
び
島
原
地
域
広
域
市
町
村
圏
組
合
に
申
し
出

事
業
所

の
み
有
効

 

四 

前
記
の

の

表
面
に
記
載
さ
れ
て
い
る
軽
減
割
合
に
よ
り

軽
減

 

五 

生
活
保
護
受
給
者
・
支
援
給
付
受
給
者

又
は

の

を
利
用
す
る
見
込

遅
滞

証
を
お
住
ま
い
の
市
の

所
に
返

転
出
の
届
出
を
す
る
際

証
を
添
え
て
く
だ
さ

 

六 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更

十
四
日
以
内

証
を
添
え

お
住
ま
い
の
市
の

に
そ
の
旨
を
届
け
出

 

七 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者

刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受
け
ま

 

 

受
給
者 

確 認 番 号  

住 所  

フ リ ガ ナ  

氏 名  

生 年 月 日   

被保険者番号  

適 用 年 月 日  

有 効 期 限  

軽 減 割 合 （居住費・滞在費のみ）  １００／１００ 

 

 

 

発 行 機 関 名 

 

 

及 び 印 

 

 

 

 

所在地 

島原地域広域市町村圏組合 

 

 

電話番号 

      

４ ２ ８ ４ ３ ３ 
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様式第５号（第18条関係） 

年  月  日 

島原地域広域市町村圏組合管理者 様 

所在地： 

法人名： 

代表者：                 

 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業実績報告書 

 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業実績報告書（  年  月分）を別添のとおり提出いたし

ます。 

記 

 

〔総 括〕                                       （単位：円） 

区 分 
本来受領すべき利用者負担額 軽 減 し た 額 

利用者数 金 額 対象者数 通常負担額 軽減した額 

１       

２       

３       

４       

月 合 計      

※ 実施サービス分のみ提出。 

※ 上記の｢本来受領すべき利用者負担額｣は、その月の利用者全員分を記入。 

※ 添付書類：社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業実施明細書 
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様式第５号の２（第18条関係） 
 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業実施明細書 
サービス種類：                                  年  月分   （単位：円） 

 
確認番号 

(確認証記載) 
被 保 険 者 
氏 名 

A利用者負担額 B食費負担 C居住費負担 D日常生活費 E合計(A+B+C+D) 

通常負担 通常負担 通常負担 通常負担 通常負担 

 
軽減し
た額 

 
軽減し
た額 

 
軽減し
た額 

 
軽減し
た額 

 
軽減し
た額 

１   
     

          

２   
     

          

３   
     

          

４   
     

          

５   
     

          

６   
     

          

７   
     

          

８   
     

          

９   
     

          

10   
     

          

11   
     

          

12   
     

          

13   
     

          

14   
     

          

15   
     

          

16   
     

          

17   
     

          

18   
     

          

19   
     

          

20   
     

          

ペ ー ジ 合 計 
     

          
記入上の注意： ※ サービス種類には該当する種類に○をしてください。 

※ ABCD欄には、上段に通常利用者から徴収する負担額、下段に軽減をした額（１円未満切捨て）
を記入してください。 

※ この明細書は、各月ごとに作成してください。 
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様式第６号（第20条関係） 

 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業補助金請求書 

 

島原地域広域市町村圏組合管理者 様 

 

下記のとおり請求します。 

年  月  日 

請求内訳 

請 求 月 

 

  年   月 ～ 

 

  年   月 請求分 

請 求 金 額 金                    円 

明 細 枚 数 枚 

請 求 者 

事業所番号           

法 人 等 

住 所  

名 称  

代 表 者  

電 話 
(    ) 

口座振込 

依 頼 欄 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

本店 

支店 

出張所 

種目 
１普通   ２当座 

３その他 

口 座 番 号 

金融機関コード 店舗コード 
         

       

フリガナ 

 

口座名義 

 
 

添付書類：所要見込額調書（変更所要見込額調書、所要額調書）個表（訪問介護、夜間対応型訪問介護、地域

密着型通所介護、通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、短期入所生活介護、介

護予防短期入所生活介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護並びに第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事

業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限

る。）は様式第６号の２、介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は様式第６号の

３） 
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様式第６号の２（第20条関係） 

 

 

所要見込額調書（変更所要見込額調書、所要額調書）個表 

 

〔訪問介護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、通所介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介

護、小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護並びに第一号訪問事業のうち介護

予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）〕 

  

（       年     月～      年     月分） 

 

１ 事業所全体の補助基本額                                事業所名                   

本来受領すべき 

利用者負担収入A 

100分の1相当額 

B＝A×0.01 

軽減総額 

C 

補助対象額 

D＝C－B 

補助率 

E 

補助基本額 

F＝D×E 

円 円 円 円  

100分の50 

円 

 

２ 市町村別補助所要額 

市町村名 市町村別軽減額 G 補助所要額 H＝F×（G／C） 

 

 

円 円 

   

   

   

計 （＝Ｃ）  
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（裏面） 

 

（注） 

１ 本様式は、対象サービス及び事業所ごとに作成し、該当するサービスに○をつける。 

２ Ａ欄は、該当するサービスの利用者負担全体分の合計金額を、対象サービス及び事業所ごとに記入する。 

３ Ｂ欄は、Ａ欄に100分の１を乗じた額とする（円未満切捨て） 

４ Ｃ欄は、軽減した利用者負担額（１割負担額、食費及び居住費）の総額を記入する。 

５ Ｄ欄は、Ｃ欄からＢ欄を減じた額とし、マイナスの場合は「０」とする。 

６ Ｆ欄は、Ｄ欄に補助率Ｅを乗じた額とする（円未満切捨て）。 

７ Ｇ欄は、Ｃ欄の軽減総額を市町村別に記入する。 

８ Ｈ欄は、補助基本額Ｆに市町村ごとの按分率（軽減総額に占める当該市町村軽減額の比率（Ｇ／Ｃ））を乗じた額とし、当該額を各市町村へ請求することとする（1,000

円未満切捨て）。 

９ 変更所要見込額調書の場合は、変更前の所要見込額を上段に括弧書きし、変更後の所要見込額を下段に記載する。 
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様式第６号の３（第20条関係） 

 

所要見込額調書（変更所要見込額調書、所要額調書）個表 

 

〔  介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  〕 

 

（       年     月～      年     月分） 

 

１ 事業所全体の補助基本額                                施設名                   

本来受領すべき 

利用者負担収入A 

100分の1相当額 

B＝A×0.01 

100分の10相当額 

C＝A×0.1 

軽減総額 

D 

全額公費分 

E＝D－C 

100分の50公費分 

F＝D－B－E 

補助率 

G 

補助基本額 

H＝（F×G）+E 

円 円 円 円 円 円  

100分の50 

円 

 

２ 市町村別補助所要額 

市町村名 市町村別軽減額 Ｉ 補助所要額 J＝H×（I／D） 

 

 

円 円 

   

   

   

計 （＝D）  
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（裏面） 

 

（注） 

１ 本様式は、施設ごとに作成し、該当するサービスに○をつける。 

２ Ａ欄は、該当するサービスの利用者負担全体分の合計金額を、対象サービス及び事業所ごとに記入する。 

３ Ｂ欄は、Ａ欄に100分の１を乗じた額とする（円未満切捨て） 

４ Ｃ欄は、Ａ欄に100分の10を乗じた額とする（円未満切捨て） 

５ Ｄ欄は、軽減した利用者負担額（１割負担額、食費及び居住費）の総額を記入する。ただし、実質的負担軽減者については対象外とするが、ユニット型個室の居住

費に係る利用者負担額については、軽減の対象とする。また、特定入所者介護サービス費の適用を行った後の額とする。なお、全ての場合において、本事業に基づく

軽減を行った後に高額介護サービス費を支給する。 

６ Ｅ欄は、Ｄ欄からＣ欄を減じた額とし、マイナスの場合は「０」とする。 

７ Ｆ欄は、Ｄ欄からＢ欄及びＥ欄を減じた額とし、マイナスの場合は「０」とする。 

８ Ｈ欄は、Ｆ欄に補助率Ｇを乗じた額にＥ欄を加えた額とする（円未満切捨て） 

９ Ｉ欄は、Ｄ欄の軽減総額を市町村別に記入する。 

10 Ｊ欄は、補助基本額Ｈに市町村ごとの按分率（軽減総額に占める当該市町村軽減額の比率（Ｉ／Ｄ））を乗じた額とし、当該額を各市町村へ請求することとする

（1,000円未満切捨て）。 

11 変更所要見込額調書の場合は、変更前の所要見込額を上段に括弧書きし、変更後の所要見込額を下段に記載する。 

 


